
Vol. 41 No. 2 情報処理学会論文誌 Feb. 2000

移動計算機のための帯域の狭いネットワーク環境を
考慮した情報発信機構

田 頭 茂 明† 稲 田 文 武†,☆

最 所 圭 三† 福 田 晃†

本論文では，移動計算機情報発信システムにおける移動計算機とアクセスポイントまでの通信帯域
の問題点を述べ，その問題を解決する情報発信機構を検討する．通信帯域が狭い場合，すべてのユー
ザの要求を満足する情報発信はできない．本論文では通信帯域が狭いネットワークにおいても，その
ネットワーク帯域を効率良く使用し，できる限りユーザの要求を満足する情報発信機構を提案する．
また，提案する機構は様々なネットワークを利用する移動計算機環境を考慮し，ネットワークに依存
しないアプリケーション層で実現する．具体的には通信路の数を制御することで，通信のスループッ
トを向上させ，さらに優先度に従いデータを発信する．また，本機構のプロトタイプを実際に実装し，
2種類のネットワークを用いて，発信機構で重要となる制御パラメータを解析した．その結果，通信
の揺らぎを考慮しない発信と比べ，揺らぎを考慮するパラメータを最適に設定することで，性能が
40%向上することを確認した．

Design and Implementation of an Announcement Mechanism
from Mobile Computers for Narrow Bandwidth Networks

Shigeaki Tagashira,† Fumitake Inada,†,☆ Keizo Saisho†

and Akira Fukuda†

A mobile information announcement system has been constructed. In the system, the mo-
bile computer can announce information at any place and any time. However, the bandwidth
problem between a mobile computer and an access point is pointed out. If the bandwidth of
the network is narrow, all requests from clients cannot be processed by a mobile computer
because of exceeding the limit of the network. Clients’ needs cannot be satisfied in the sit-
uation. Therefore, this paper proposes an announcement mechanism for a mobile computer,
which can effectively announce information with a narrow bandwidth network. In addition,
we implement the mechanism in only the application layer since we can apply the mechanism
to many kinds of networks and operating systems. In order to realize the mechanism, traffic
is controlled by limiting the number of concurrent operations for announcing information.
Moreover, information can be announced in order of its priority. In this paper, in order to op-
timize performance of the mechanism, parameters of the mechanism are analyzed in two kinds
of networks through implementation experiments. The performance of optimizing parameters
improves about 40% on wireless LAN compared with the performance without consideration
of jitters in communication.

1. は じ め に

近年，持ち運ぶことが可能な計算機（移動計算機）

が普及している．またそれらを取り巻く環境も変化し，

移動先で容易に通信が可能な環境が整備されつつあ

る．移動計算機は従来の計算機と比較して個人が占有
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して使用することが多いので，ローカルな個人情報を

持つことが多い．個人が移動先で取得あるいは編集し

た最新の情報が移動計算機上にあることを考えれば，

移動計算機の利用形態として情報受信だけでなく情

報発信も魅力的である．移動計算機を用いて，移動先

から情報発信できるようになれば，移動計算機の携帯

性の利点を活かす生中継放送，携帯電話などのアプリ

ケーションが，個人のレベルで簡単に実現することが

可能となる．我々は，すでに移動計算機からの情報発

信環境のために，移動計算機の分断，移動計算機の移

動，マルチメディアを考慮した情報発信の問題に対処

するシステムを提案している．また同システムのプロ

344



Vol. 41 No. 2 移動計算機のための帯域の狭いネットワーク環境を考慮した情報発信機構 345

トタイプを，現在急速に普及しているWWW（World

Wide Web）を基に構築し運用することにより，提案

システムの有効性を確認した1)．

本論文においては，移動計算機からの情報発信シス

テムにおける移動計算機とアクセスポイントまでの通

信帯域の狭さの問題に着目する．移動計算機は様々な

場所へ移動し，様々なインタフェースでネットワーク

と接続することが可能である．しかし，インタフェー

スの違いはネットワークの通信帯域などに影響を与え

る．通信帯域が狭いネットワークに移動計算機が接続

された場合，移動計算機から発信できる情報量が制限

される．この限界を超える処理（多くの情報（データ）

の同時発信または更新）を行うと安定したサービスを

提供することは困難である．我々のシステムで従来採

用していた情報発信機構は，狭帯域ネットワーク環境

を考慮しておらず，このような影響を多大に受ける．

本論文では，通信帯域が狭い場合においても，上記

の問題を解決する情報発信機構を提案する．また，提

案する機構は，移動計算機が様々なネットワークを利

用するという特長を考慮し，多くのネットワークで使

用できるアプリケーション層からのアプローチをとる．

提案機構は以下の方針に従い，データを発信する．

• 時間制約のあるデータはその制約を満足できるよ
うに優先して発信する．

• よくアクセスされるデータを優先して発信する．
• 情報発信における通信効率をできる限り高くする．
具体的には，以下のような制御を情報発信機構に取

り入れ，上記の情報発信機構を実現する．

• データを過度に発信しないために，同時に発信す
る数を，最適な数に動的に制御する．

• データに優先度をつけ，それに従いデータを発信
する．

本発信機構のプロトタイプを我々が開発している移

動計算機情報発信システムに実際に実装し，実験によ

る評価を行った．実験では，2種類のネットワークを

用いて，発信機構で重要となる制御パラメータを変化

させた．また，その変化による発信機構の効率の影響

を解析した．その結果，通信の揺らぎを考慮しない発

信と比べ，揺らぎを考慮するパラメータを最適に設定

することで，性能が 40%向上することを確認した．

2. 移動計算機情報発信システムとその問題

本章では，我 が々提案した情報発信システムの概要1)

を示し，そのシステムで採用していた情報発信機構に

ついて述べる．また狭帯域ネットワーク環境における

問題を検討する．

非蓄積型

蓄積型

近隣
所属WWWサーバ
WWWサーバ

複製
接続先の近隣にある
WWWサーバ 移動計算機A

を管理する

WWWサーバ

移動計算機A

ユーザ

情報発信機構

データ

データ

データ

要求

図 1 情報発信システムの概要
Fig. 1 Overview of our announcement system.

2.1 情報発信システムの概要

移動計算機のための情報発信システムの概要を図 1

に示す．ユーザにおける移動計算機上のデータの要求

は所属WWWサーバを介して移動計算機に届く．こ

のシステムでは，発信するデータを蓄積することに意

味のある蓄積型データ（テキスト文章や画像など）と，

意味のない非蓄積型データ（生中継放送のための動画

や対話音声など）に分類して，各データを異なる発信

形態を用いて移動計算機から発信する．これは非蓄積

型データには時間的制約を持つ実時間データなどが含

まれるので，データの持つ蓄積性と実時間性を利用し，

各データを効率良く発信するためである．データの発

信は移動計算機上にある情報発信機構が行う．

蓄積型データの発信は所属 WWW サーバの複製

を介して行い，非蓄積型データの発信は近隣WWW

サーバを通して行う．蓄積型データは，その複製を所

属WWWサーバ上に持たせ，発信は所属WWWサー

バを介して行う．蓄積型データにおいて複製を用いる

のは，移動計算機の分断時になんらかの形で情報発信

できるようにするためである．また接続時においても

移動計算機との通信量を削減できる．蓄積型データに

関する通信は，移動計算機上のオリジナルのデータが

更新されたときに，その更新を所属WWWサーバに

伝搬するときにのみ発生する．

所属WWWサーバを通る経路では，通信に冗長性

を含み遅延が増加する．非蓄積型データでは，実時間

性を持つものが多く通信の遅延をできる限り小さくし

なければならない．通信の遅延を小さくするために移

動計算機にできる限り近い位置に近隣WWWサーバ

を導入し，経路の冗長性を削減する．この方式は，同

じ要求が異なるクライアントから同時に入った場合，

近隣WWWサーバでそれらを集約でき，移動計算機
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との通信量の削減が期待できる．

ここで各データの特性を考察する．非蓄積型データ

は実時間性を持つデータを含むことが多く，データに

よっては時間的制約を満たさなければ，そのデータの

価値がなくなる場合がある．逆に，蓄積型データにお

いては，所属WWWサーバ上に複製が存在するため，

データの変更後すぐにその複製を更新できなくても，

クライアントに最新ではないがデータを提供すること

が可能である．これから，蓄積型データは複製との間

で厳密な一貫性を必要としないので，非蓄積型データ

に比べ時間的余裕が存在する．このことから以下のよ

うに各データを発信することでユーザの要求を満足で

きると考える．

非蓄積型データ 蓄積型データより優先して発信する．

蓄積型データ できるだけ最新の情報を利用者に与え

る確率を向上させるために，よくアクセスされる

データはできる限り早く更新する．

本システムのように，クライアントとサーバ間の通

信を中継するサーバを置き，その中継するサーバを介

してデータを送受信するシステムとしてプロキシシス

テムがある2),3)．これらの多くのシステムは，キャッ

シュを用いることによる通信量の削減，レスポンス時

間の向上や，ファイアウォールを構築するうえで外部

ネットワークとの通信の中継などを主な目的として構

築される．我々のシステムは移動計算機を分散環境に

おけるサーバとして運用するための問題（移動計算機

の分断，移動，マルチメディアデータの効率の良い発

信，通信帯域の考慮など）を解決する点がこれらシス

テムと異なる．

2.2 従来の情報発信機構

移動計算機情報発信システムにおいて従来採用して

いた情報発信機構を図 2に示す．非蓄積型データ発信

機構と複製の更新機構とは独立してデータを発信する．

複数の複製の更新要求がある場合，1つの更新に 1つ

のコネクション（通信路）を割り当て，移動計算機は

要求の数のコネクション数を使用し同時に更新する．

また，このとき非蓄積型データの発信や移動計算機が

現在接続しているネットワークの帯域を考慮しない．

蓄積型データにおいて，ある程度のコネクション数

を用いることによって，全体の更新時間を短くするこ

とが可能である．しかし逆にコネクション数を多くし

過ぎると，個々のコネクションに割り当てられる通信

帯域が狭くなるので，個々の更新時間は長くなる．こ

れにより実時間性を持つ非蓄積型データにとって，使

用できる通信帯域が狭くなるため，実時間性を保証で

きなくなる．従来採用していた情報発信機構において，

情報発信機構

ユーザ

非蓄積型データ
発信機構

複製の
更新機構

更新要求

移動計算機とアクセスポイント
間のネットワーク

複製

図 2 従来の情報発信機構
Fig. 2 Traditional information announcement

mechanism.

上記の点を考慮しないで，要求の数だけコネクション

数を使用しデータの発信または更新を行うため，通信

帯域の狭い環境ではこの問題はさらに深刻となる．

上記で示した問題を確かめるために，従来採用して

いた情報発信機構を用いて，すべての複製が更新され

る時間と非蓄積型データのクライアントの受信スルー

プットを以下の条件で測定した．

• 移動計算機と所属WWWサーバ，近隣WWW

サーバを 10Mbpsの Ethernetで接続．

• 1Mバイトの大きさの蓄積型データ 10個の複製

をコネクション数を変化させて更新．

• 同時に移動計算機から非蓄積型データとして，ネッ
トワークを飽和させるだけのデータを発信．

非蓄積型データに関しては，クライアントが 1秒あ

たりに受け取ったデータ量を測定し，蓄積型データに

関しては，すべての複製が更新される時間を測定した．

その結果を図 3に示す．コネクション数が複製の更

新時間と非蓄積型データのスループットに大きな影響

を与えることが分かる．たとえば，非蓄積型データが

毎秒 150Kバイトのスループットを要求する場合，本

実験環境では複製の最適なコネクション数は 3か 4に

なることが分かる．これ以上のコネクション数では，

非蓄積型データの発信に影響する．また，これ以下で

は蓄積型データの更新時間が長くなる．このように，

蓄積型データにおける複製の更新が非蓄積型データの

発信に影響を与える．従来採用していた情報発信機構

では非蓄積型データの発信機構と複製の更新機構が独

立しているため，この影響を考慮することができない

ので，効率的な発信ができない．

非蓄積型データの発信を妨げないで，限られた通信

帯域を最大限に利用するためには，最適なコネクショ

ン数で発信する機構が必要である．
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図 3 コネクション数に対する複製の更新時間およびスループット
Fig. 3 Number of connections vs. update time and

throughput.

3. 情報発信機構

本章では，移動計算機が狭いネットワークに接続さ

れた場合においても，できる限りユーザの要求を満足

する情報発信機構を提案する．

3.1 発 信 方 針

移動計算機からの情報発信が制限された場合におい

て，ユーザの要求を満足するために，本論文では以下

の方針で移動計算機からデータを発信または更新する．

• 非蓄積型データの発信の優先度を蓄積型データの
更新より高く設定し，非蓄積型データが要求する

スループットを満足させる．

• よくアクセスされる蓄積型データを優先して更新
する．

• 蓄積型データの全体の更新効率をできる限り高く
する．

3.2 実 現 機 構

図 3 の結果から，複製の更新機構でコネクション

数を制御することで非蓄積型データを優先でき，割り

当てる通信帯域の制御が可能である．あるコネクショ

ン数を超えると，さらに更新要求があっても，その要

求を待たせることにより実現できる．またデータに優

先度をつけ，それに従い更新するデータを発信する．

このとき，優先度の高いデータに対してコネクション

を割り当てることにより，よくアクセスされる蓄積型

データを優先して更新することができる．非蓄積型

データを発信していない場合においては，蓄積型デー

タの複製の更新のスループットが最大となるようにコ

ネクション数を制御する．

このように蓄積型データの複製の更新機構に注目し

コネクション数を制御することで 3.1 節で述べた方針

を実現できる．提案機構は従来採用していた情報発信

機構に比べて，複製の更新機構にコネクション数を制

御する機能が追加され，非蓄積型データ発信機構には

情報発信機構

ユーザ

複製

非蓄積型データ
発信機構

複製の
更新機構

更新要求
協調

移動計算機とアクセスポイント
間のネットワーク

図 4 提案する情報発信機構
Fig. 4 Proposed information announcement mechanism.

スループットを計測する機能が追加される．また複製

の更新機構と非蓄積型データ発信機構は互いに協調す

ることが可能である（図 4）．

以上から以下に示す 2つの条件に基づきコネクショ

ン数を制御する．

（1）非蓄積型データを発信する条件 非蓄積型デー

タを優先して発信するために，非蓄積型データ

のスループットを求め，その合計があらかじめ要

求されているスループットを満たすようにする．

この要件を満たされない場合は，コネクション数

を減らす．逆に余裕がある場合はコネクション数

を増やす．

（2）蓄積型データを更新する条件 複製の更新のス

ループットの合計を求め，この合計が最大にな

るようにする．

（1）を満足できないときは，（2）は無視する．非蓄

積型データを発信しない場合においては条件（2）の

みとなる．

3.3 実 装 方 針

移動計算機の通信量を制御する実現レベルとして，

以下のレベルが考えられる．

ハードウェア層：

ATM（Asynchronous Transfer Mode）4)∼6)など

の通信帯域を保証できるネットワークにおいては，

Admission Control 7),8)などを用いて，使用でき

る通信帯域を管理し，各要求に帯域を割り当てる．

これにより QoS（Quality of Service）を保証し

た非蓄積型データの発信が可能である．

カーネル層：

Ethernetなどの帯域を保証できないネットワー

クにおいても，QoSを保証する通信方式が提案さ

れている9)．これは，あるセグメントの全体の要

求量を管理し，ネットワーク層でのパケットスケ
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ジューリング機構を用いることにより，要求され

た通信帯域での通信を可能にしている10)．

アプリケーション層：

アプリケーションが通信量を制御するものである．

この方式は非蓄積型データの QoSを完全に保証

できるわけではないが，以下のような利点を持つ．

• アプリケーション層で実装するため，多くの
ネットワークで適用できる．

• オペレーティングシステムを変更しないので，
移植性に優れている．

移動計算機は様々な場所に移動することが考えられ

る．これは様々なネットワークに接続される可能性を

持つ．ネットワークを選ばないことは，移動計算機に

おいては非常に重要な項目である．このため，本研究

ではアプリケーション層における制御方式を採用する．

4. 複製の更新機構の実装

4.1 更新機構の構成

3 章で示した情報発信機構を実現するために，複

製の更新機構を図 5 で示す 1つのキューと 5つのモ

ジュールで構成する．

複製の更新機構について詳しく説明する．また説明

においては我々が定義した以下の 3つ用語を用いる．

コネクション数 現在システムが使用しているコネク

ション数．

最適コネクション数 システムが推定した最適なコネ

クション数．

実最適コネクション数 現在の状況において最も効率

良く情報を発信できる，最適なコネクション数．

図 5 では太実線はデータの流れを，太点線はメッ

Data
Update requests
Messages for normal operations
Messages for suspending operations

更新要求

更新受付機構

データ優先度
決定機構

移動計算機

更新キュー

更新処理機構

データ優先度
決定機構

コネクション数
管理機構

コネクション数
管理機構

更新実行機構

複製

所属WWWサーバ

図 5 複製の更新機構
Fig. 5 Structure of copy update mechanism.

セージ，細実線は更新要求，細点線は最適コネクショ

ン数が変化したときの処理の流れを示す．

更新キュー 複製更新の要求を保持する．また複製更

新中に中断された要求も保持する．

データ優先度決定機構 蓄積型データの優先度を決定

する．

更新受付機構 複製更新の要求を更新キューに入れる．

更新キューには，データ優先度決定機構で決定さ

れる優先度の順に格納する．

コネクション数管理機構 通信帯域および現在の非蓄

積型データの通信状況などから，最適コネクショ

ン数を決定する．

更新処理機構 更新キューに要求が存在し，かつコネ

クションを増すことができる場合，要求を取り出

し更新実行機構に複製更新を依頼する．

更新実行機構 複製の更新を実行する．このとき，所

属WWWサーバとは 4.6 節で示す複製更新プロ

トコルを用いて行う．

複製の更新中に最適コネクション数が変化すること

がある．この場合，コネクション数決定機構が動作し，

更新処理機構にそのことを知らせるメッセージを転送

する．最適コネクション数が増える場合と減る場合に

よって，動作が異なる．

最適コネクション数が増える場合 最適コネクション

数が増えることにより，更新キューに要求があれ

ば自然にコネクション数が増加するので特別な処

理は行わない．

最適コネクション数が減る場合 更新処理機構は，コ

ネクション数が最適コネクション数より多くなっ

ている場合，最適コネクション数にするために，

現在更新中のコネクションを中断するように更新

実行機構に依頼する．更新実行機構は，依頼され

た更新を中断する．更新処理機構は，中断した更

新を更新キューに優先度順に格納する．

4.2 データ優先度決定機構

非蓄積型データは蓄積型データに比べて優先される．

これは実時間データなどが含まれるからである．蓄積

型データは細分化され，優先度が設定される．この優

先度の順で，複製を更新する．複製の更新順序はユー

ザが最新のデータを取得できる可能性を変化させる．

ユーザに対して，できる限り最新のデータを提供でき

るように優先度を決めなければならない．そのため，

A/U

A/U =
アクセス頻度
更新頻度

を導入する．A/U の値が大きいデータは，更新あたり
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のアクセス数が多いので，更新が遅れるとその分ユー

ザが最新のデータを取得できない可能性が上がる．逆

に A/U の値が小さいデータは更新あたりのアクセス

数が少ないので，更新が遅れてもユーザが最新のデー

タを取得できない可能性はそれほど増加しない．

このアクセス頻度と更新頻度の情報は所属WWW

サーバが持つ．移動計算機からの要求により，この情

報を移動計算機に渡す．この情報を用いてデータ優先

度決定機構は各データの優先度を決定する．

4.3 更新受付機構

データ優先度決定機構で決定される優先度に従って，

更新の要求を更新キューに格納する．

4.4 コネクション数管理機構

コネクション数管理機構においては，現在の通信の

状況から最適コネクション数の管理，決定を行う．移動

計算機のコネクション数管理機構が所属WWWサー

バのコネクション数管理機構と協調し，3.2 節で示し

た条件に基づいて最適コネクション数を決定する．ま

た，最適コネクション数が変動した場合は，最適コネ

クション数の変動を更新処理機構に通知する．

コネクション数決定アルゴリズムを示す前に，アル

ゴリズムで使用するパラメータを示す．α と Mの 2

つが存在し，どちらも最適コネクション数を実最適コ

ネクション数に近づけるために必要である．以下に詳

細を示す．

α 最適コネクション数を決定する閾値である．この

値は通信における揺らぎ（ジッタ）の影響を空間

的に抑えるマージンである．α を小さくすれば，

実最適コネクション数に到達する可能性が高くな

るが，頻繁に最適コネクション数が変動する．逆

に α を大きくすれば，この影響を小さくするこ

とが可能であるが，実最適コネクション数に到達

できない場合が生じる．

M 通信における揺らぎの影響を時間的に抑える値で

ある．Mの値が小さい場合，通信の揺らぎに影響

され最適コネクション数が変動しやすい．Mの値

が大きい場合，通信の揺らぎは抑えられるが最適

コネクション数が変動しにくいので，実最適コネ

クション数に到達するまでに時間がかかる．

次に最適コネクション数を変更する条件を以下に

示す．

条件（1）非蓄積型データ条件： THR < THC

ここで，THR は要求されているスループット，

THC は現在のスループットである．

条件（2）蓄積型データ条件： −α < R − 1 < +α

Rは，前回のスループットに対する現在のスルー

No

Yes
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F2=0
F3=0

F1=0
F2=F2+1
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図 6 コネクション数決定アルゴリズム
Fig. 6 Decision algorithm for optimal number of

connections.

プットの比率を示す．

最適コネクション数の初期値は設定された値を使用

し，それ以降は図 6に示すアルゴリズムにより最適コ

ネクション数を変動させる．ここでは 3つの状態が存

在する．

状態（a）： 条件（1）が満たされない．

状態（b）： 条件（2）がスループットの増加によって

満たされない．

状態（c）： 条件（2）がスループットの減少によって

満たされない．

カウンタ F1，F2，F3は，それぞれ状態（a），（b），

（c）で用いられている．同じ状態が M回繰り返され

たとき，最適コネクション数は現在の状態と前回の変

更の情報をもとに変更される．

4.5 更新処理機構

更新キューに格納されている更新要求を処理する．

コネクション数が最適コネクション数より少ない場合

に，更新キューの先頭の要求を取り出し，その要求の

処理を複製更新実行機構に依頼し，コネクション数を

1つ増やす．また，更新実行機構から終了メッセージ

を受け取ると，コネクション数を 1つ減らす．

コネクション数決定機構から最適コネクション数の

減少が通知され，その値がコネクション数より小さい

場合は，現在更新中のデータの中から，優先度の低い
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順に従って，更新中断の要求を更新実行機構に通知す

る．そして，その中断した要求を更新キューに優先度

順に格納する．

4.6 更新実行機構

更新処理機構で決定されたデータの割当てに対し，

更新を開始するメッセージを受け取り，複製の更新動

作を行う．また 1 つ複製の更新が終了すれば，終了

メッセージを返答する．

これらの複製の更新を実現するために，移動計算機

と所属WWWサーバ間で，以下で定義する複製更新

プロトコルを用いる．この複製更新プロトコルは，複

製更新の開始，終了，中断，再開を提供する．このプ

ロトコルは移動計算機のような分断時が存在するもの

や，無線通信のような通信の品質が良くないものに対

して有効である．

更新開始

（1） 更新は移動計算機が所属 WWW サーバに

START メッセージを送ることにより開始さ

れる．

（2） STARTメッセージにはこれから更新するデー

タ名，データの大きさなどを添付する．

（3） 所属WWWサーバは STARTメッセージを受

け取ると更新の準備を行う．前回の更新動作に

より中断されたデータが存在するかを確認する．

存在するならACKメッセージに前回に受け取っ

たデータの大きさを添付する（OFFSET）．存在

しないなら OFFSETとして 0を添付し，ACK

メッセージを移動計算機に送信する．

（4） ACK メッセージを受けた移動計算機は OFF-

SETからデータを転送する．

更新中断，終了

（5） 移動計算機がデータの更新を終了および中断す

る場合は，コネクションを切断する．

（6） 所属WWWサーバはコネクションが切断され

たことを検知する．データの大きさと転送され

た大きさを比較し，データがすべて転送されて

いれば複製を更新する．転送が完了していない

ならば転送途中のデータを作業領域に格納する．

5. 評 価

本論文で提案した情報発信機構のプロトタイプを実

装し，その評価を行った．評価の目的としては，4.4

節で述べたコネクション数決定アルゴリズムで用いる

パラメータ αとMによる発信効率への影響を解析し，

最適な値を設定することである．

まず，蓄積型データの更新時間の目標値を設定する

表 1 実験条件
Table 1 Parameters of experiments.

ネットワーク Ethernet 無線 LAN

帯域（bps） 10M 1M

蓄積型データのサイズ（bytes） 1M 50K

蓄積型データの数 40

非蓄積型データの
8,000スループット（bytes/s）

コネクション数の初期値 1

ために，発信機構のコネクション数を固定してデータ

を発信した．移動計算機を Ethernet，無線 LANで接

続した 2つの場合について実験を行った．実験条件を

表 1に示す．実験では，表で示す蓄積型データと非蓄

積型データを同時に発信し，その時の蓄積型データに

おける複製の更新時間と非蓄積型データのスループッ

トを計測した．結果を図 7 に示す．Ethernetではお

よそ 65秒が目標値となり，無線 LANにおいては 97

秒となった．

5.1 蓄積型データにおける更新時間

提案する機構において，蓄積型データの更新時間を

計測した結果を図 8に示す．実験では，4.4 節で示し

たコネクション数決定アルゴリズムで用いるパラメー

タのMと，α を変化させた．また実験における最適

コネクション数が変動した回数を図 9 に示す．

Ethernet Ethernetにおいては，α の最適値は 0.2

であることが確認できる．この値より α が小さ

いときには，通信の揺らぎにより最適コネクショ

ン数が頻繁に変更している．逆に αの値が最適値

より大きい場合，最適コネクション数は変更され

ないので実最適コネクション数に到達できない．

また αが最適値においてMの影響は少ないこと

から，更新時間はMの値より αが大きく影響し

ていることが分かる．α と Mの最適値において

更新時間はおよそ 67秒となり，この値は目標値

に近い値を示している．

無線 LAN 無線 LANにおいては，αとMが大きく

更新時間に影響を与えている．α の最適値は 0.3

であり，Mの最適値は 5である．αに対する振舞

いは Ethernetと同様な振舞いを示している．し

かし Mに対する振舞いは Ethernetにおける振舞

いとは大きく異なる．これは無線 LANにおける

通信の揺らぎの影響が大きく，α と Mの両方を

用いることで，その揺らぎを抑えなければならな

い．α と Mの最適値における更新時間はおよそ

100秒となり，この値は目標値に近い値を示して

いる．揺らぎを考慮しない（α = 0.0，M = 1）

のときに比べ，パラメータを最適にすることによ
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図 7 固定コネクション数に対する更新時間とスループット
Fig. 7 Fixed number of connections vs. total update time and throughput.

図 8 α とMに対する更新時間
Fig. 8 α and M vs. total update time.

図 9 α とMに対する最適コネクション数の変動回数
Fig. 9 α and M vs. number of changing connections.

り 40%の性能の向上が確認できる．

結果として，Ethernetにおいて α は 0.2，Mは 5

が最適値となり，無線 LANでは α は 0.2から 0.3，

Mは 5の値が最適値となった．

5.2 非蓄積型データにおけるスループット

非蓄積型データのスループットを計測した結果を

図 10 に示す．Ethernet においては，α と M に関

係なく，要求されたスループットが満たされている．

この場合，コネクション数を 4で発信していたので，

1つのコネクションに割り当てられるスループットは

75 K（bytes/s）である．要求されたスループットは

8 K（bytes/s）であることから十分な帯域が確保されて

いる．これから安定していると推測できる．無線LAN

においては，αが大きいとき，要求されたスループッ

トは満たされている．しかし，αが小さくなると，最

適コネクション数変動の影響によりそのスループット

を満たすことができない．この α の影響を確かめる

ために，最適コネクション数の変動の遷移を計測した．

結果を図 11 に示す．この図におけるMの値は 5で

ある．α が最適（0.3）のとき，最適コネクション数

は実最適コネクション数に収束している．αが 0.5の

とき，実最適コネクション数に収束していないが，最

適コネクション数は安定して遷移している．したがっ

て，要求されたスループットを満たすことが可能であ

る．しかし，αが 0.0のとき，最適コネクション数は

頻繁に変動し不安定である．また，実最適コネクショ
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図 10 α とMに対するスループット
Fig. 10 α and M vs. throughput.

図 11 最適コネクション数の遷移（M=5）
Fig. 11 Transition of optimal number of connections in

wireless LAN (M=5).

ン数を超えている．これから，要求スループットを満

たすことができない．

6. お わ り に

移動計算機情報発信システムにおける移動計算機と

アクセスポイント間の通信帯域の問題点を検討し，そ

の問題を解決する情報発信機構を提案した．本発信

機構は，移動計算機の通信帯域が狭い場合において

も，その帯域を効率良く使用し，ユーザの要求をでき

る限り満足して情報を発信する．また，提案する機構

は様々なネットワークを利用する移動計算機環境を考

慮しネットワークに依存しないアプリケーション層で

実現可能である．具体的にはコネクションの数を最適

に通信できるよう制御し，データに設定された優先度

に従い情報を発信をする．本提案方式のプロトタイプ

を実装し，その有効性を実験により示した．実験では

Ethernetと無線 LANの 2種類のネットワークを用い

て，発信機構で重要となる制御パラメータ（α とM）

を解析した．結果を以下に示す．

• 蓄積型データの更新時間は，EthernetではMの

値が，無線 LANでは α とMの値が大きく影響

する．また，Ethernetと無線 LANにおける α

と Mの最適値を確認し，無線 LANでは，α と

Mの値を考慮しないときに比べ，α とMの値を

最適にすることにより性能が 40%向上した．

• 非蓄積型データのスループットにおいては，Eth-

ernetでは，α と Mに関係なく，要求されたス

ループットは満たされている．無線 LANでは，

αが大きい場合，要求されたスループットは満た

されるが．αが小さくなると，最適コネクション

数が頻繁に変動するオーバヘッドにより，そのス

ループットを満たすことができない．

今回，外部トラフィックのない環境下で実験を行い

評価した．本発信機構は，与えられた通信帯域を最大

限に活かす情報発信を行うので，外部トラフィックが

存在しても，与えられる通信帯域が変化するだけなの

でその帯域を最大限に活かすことができる．

今後の課題としては，以下のものがある．

• 本論文においては，実装を優先したため TCPの

Keep Aliveの機能を用いていない．TCPにKeep

Aliveを設定した場合においても，本発信機構を

用いて通信量を制御できると思われるが，今後，

実験を行い検討しなければならない．

• 本発信機構に発信方針をユーザが決定できる柔
軟な機構を追加する．発信者によっては非蓄積型

データよりも蓄積型データを優先したい場合が存

在し，柔軟なポリシーに適応できるように拡張す

る．しかし，すべてのデータに最も高い優先度を

設定すると従来採用していた発信機構と同じ問題

が生じるので，ユーザの要求を調停する機構を検

討しなければならない．

• 本方式のコネクション数管理部分と通信部分を分
離しライブラリとして提供する．このライブラリ

を使用することにより，現在は情報発信における

通信量しか考慮していないが，移動計算機におけ

る全般の通信量を考慮することが可能になる．

• 提案した機構を用いたアプリケーションを構築
する．
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